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議案第１４号 

 

大東市教育長の任命について 

 

大東市教育長 亀岡 治義氏の任期が、平成３０年３月３１日満了するにつき、同氏を

再度任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第 

１６２号）第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・・ 

氏  名    亀 岡  治 義 

生年月日    ・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

公  職  歴 

昭和４８年 １月        大東市奉職 

平成２２年 ４月        生涯学習部長・兼教育委員会事務局生涯学習部長 

平成２３年 ４月        総務部長 

平成２４年 ５月        大東市教育委員会委員（教育長） 

平成２７年 ４月 ～ 現在   大東市教育長 
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議案第１７号 

 

大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 

大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（平成３０

年政令第２９号）が平成３０年２月７日付けで公布され、同年４月１日から施行されるこ

とに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のように改

正する。 

 

第５条第３項中「、第１号」の次に「または第３号から第６号までのいずれか」を加え、

「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に改め、「２６７円（非常勤消防団員等に第１

号に該当する者がない場合には、そのうち１人については」および「)を、第３号から第６

号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき２１７円（非常勤消防団員等

に第１号に該当する者および第２号に該当する扶養親族がない場合には、そのうち１人に

ついては、３００円）」を削る。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大東市消防団員等公務災害補償条例第５条第３項の規定は、

この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた大東市消防団員等公務災害補償条

例第５条第１項に規定する損害補償（以下この項において「損害補償」という。）なら

びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規

定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年金および同条第６号アに規定

する遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年金等」という。）について適用し、

同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）および同日前に

支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例

による。 
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議案第１８号 

 

大東市附属機関条例の一部を改正する条例について 

 

大東市附属機関条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき本市が設

置する附属機関を追加すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市附属機関条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市附属機関条例（平成２４年条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 

別表市長の部大東市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議の項の前に次のように加

える。 

大東市総合計画

審議会 

大東市総合計画に関する事項について

の調査審議に関する事務 

１５人以内 

 別表市長の部大東市産業振興市民会議の項の次に次のように加える。 

大東市特別職報

酬等審議会 

議会の議員の議員報酬および政務活動

費の額ならびに市長、副市長、教育長

および上下水道事業管理者の給料の額

についての審議に関する事務 

１０人以内 

大東市退職手当

審査会 

一般職の職員の退職手当の支給制限等

の処分についての審議に関する事務 

５人以内 

大東市住居表示

審議会 

住居表示整備事業に関する重要事項に

ついての調査審議に関する事務 

１５人以内 

 別表市長の部大東市いじめ問題再調査委員会の項の次に次のように加える。 

大東市人権擁護

施策推進審議会 

人権擁護施策に関する基本的事項につ

いての調査審議に関する事務 

１５人以内 

大東市男女共同

参画社会行動計

画策定委員会 

大東市男女共同参画社会行動計画につ

いての調査審議に関する事務 

１５人以内 

 別表市長の部大東市児童福祉施設等設置審議会の項の次に次のように加える。 

大東市児童福祉

審議会 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第８条第１項から第３項までに規

１５人以内 
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定する事項についての調査審議に関す

る事務 

大東市子ども・

子育て会議 

子ども・子育て支援法（平成２４年法

律第６５号）第７７条第１項各号に掲

げる事務に関する事項、大東市次世代

育成支援対策行動計画に関する事項そ

の他子ども・子育て支援に関する事項

についての調査審議に関する事務 

１５人以内 

 別表市長の部大東市予防接種健康被害調査委員会の項の次に次のように加える。 

大東市自殺対策

計画策定委員会 

大東市自殺対策計画についての調査審

議に関する事務 

１３人以内 

 別表市長の部大東市地域公共交通会議の項の次に次のように加える。 

大東市景観審議

会 

大東市景観計画についての調査審議お

よび景観形成に関する重要事項につい

ての調査審議等に関する事務 

１５人以内 

大東市青少年問

題協議会 

青少年問題の総合的施策の樹立につい

ての調査審議およびその施策を実施す

るために必要な関係行政機関相互の連

絡調整に関する事務 

１５人以内 

 

   付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （大東市総合計画審議会条例等の廃止） 

第２条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 大東市総合計画審議会条例（昭和４４年条例第２５号） 

(2) 大東市特別職報酬等審議会条例（昭和３９年条例第３０号） 

(3) 大東市退職手当審査会条例（平成２１年条例第２７号） 

(4) 大東市児童福祉審議会条例（昭和４９年条例第２０号） 
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(5) 大東市子ども・子育て会議条例（平成２５年条例第３５号） 

(6) 大東市環境審議会条例（平成１６年条例第７号） 

(7) 大東市住居表示審議会条例（昭和４０年条例第１１号） 

(8) 大東市人権擁護施策推進審議会条例（平成１２年条例第１号） 

(9) 大東市商工業対策審議会条例（昭和５３年条例第４号） 

(10) 大東市青少年問題協議会条例（昭和４５年条例第８号） 

 （経過措置） 

第３条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に前条の規定による廃止前

の大東市子ども・子育て会議条例に規定する大東市子ども・子育て会議（以下「旧会議」

という。）の委員である者は、施行日にこの条例による改正後の大東市附属機関条例に規

定する大東市子ども・子育て会議の委員として委嘱および任命されたものとみなす。こ

の場合において、その委嘱および任命されたものとみなされる者の任期は、旧会議の委

員としての任期の残任期間とする。 

 （大東市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 大東市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例（平成２６

年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「大東市子ども・子育て会議条例（平成２５年条例第３５号）」を「大

東市附属機関条例（平成２４年条例第２９号）」に改める。 

 （大東市放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第５条 大東市放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準を定める条例（平

成２６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項中「大東市児童福祉審議会条例（昭和４９年条例第２０号）」を「大東市

附属機関条例（平成２４年条例第２９号）」に改める。 

 （大東市人権尊重のまちづくり条例の一部改正） 

第６条 大東市人権尊重のまちづくり条例（平成１３年条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第６条中「大東市人権擁護施策推進審議会条例（平成１２年条例第１号）」を「大東市

附属機関条例（平成２４年条例第２９号）」に改める。 
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議案第１９号 

 

大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

                    大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

住居手当の額および勤勉手当の額の算出方法を変更することに伴い、所要の改正を行う

ため。 
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大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市一般職の職員の給与に関する条例（平成８年条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

 

第１７条第１項および第２項を次のように改める。 

住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１２，０００円

を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員に支給する。 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額（その

額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）に相当する額とする。 

(1) 月額２３，０００円以下の家賃を支払っている職員で世帯主であるもの 家賃の月

額から１２，０００円を控除した額 

(2) 月額２３，０００円を超える家賃を支払っている職員で世帯主であるもの 家賃の

月額から２３，０００円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１６，

０００円を超えるときは、１６，０００円）に１１，０００円を加算した額 

 第２８条第３項および第４項を次のように改める。 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在において職員が受けるべき給料の月

額およびこれに対する地域手当の月額の合計額とする。 

４ 第２７条第５項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合にお

いて、同条第５項中「前項」とあるのは、「第２８条第３項」と読み替えるものとする。 

第２８条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 育児短時間勤務職員等に対する前２項の規定の適用については、第３項中「給料の月

額」とあるのは「給料の月額を算出率で除して得た額」と、前項中「第２７条第５項」

とあるのは「第２７条第６項において読み替えられた同条第５項」とする。 

 

付 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

 

   大東市印鑑登録および証明に関する条例の一部を改正する等の条例について 

 

 大東市印鑑登録および証明に関する条例の一部を改正する等の条例を次のとおり制定す

る。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 個人番号カードを利用した印鑑登録証明書等のコンビニ交付サービスの開始および自動

交付機の廃止等に伴い、所要の改正等を行うため。  
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大東市印鑑登録および証明に関する条例の一部を改正する等の条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 （大東市印鑑登録および証明に関する条例の一部改正） 

第１条 大東市印鑑登録および証明に関する条例（平成９年条例第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第２条第１号中「暗証番号その他」を削り、同条第２号から第４号までを削り、同条

第５号中「住民基本台帳法」の次に「（昭和４２年法律第８１号）」を加え、同号を同条

第２号とする。 

 第７条第１項中「の各号」を削る。 

  第８条の見出し中「交付等」を「交付」に改め、同条中「し、または印鑑登録者が交

付を受けている住民基本台帳カードに必要な情報を記録」を削る。 

第１０条第１項を削り、同条第２項中「前項に規定する届出があったときまたは印鑑

登録原票の登録事項」を「印鑑登録原票の登録事項（印影を除く。）」に改め、同項を同

条第１項とする。 

第１１条第２号および第３号中「亡失したとき」を「亡失し、発見に至らないとき」

に改める。 

  第１３条を削り、第１４条を第１３条とする。 

  第１５条第１項中「または住民基本台帳カード」を削り、同条を第１４条とし、同条

の次に次の１条を加える。 

  （個人番号カードによる印鑑登録証明書の交付申請等） 

第１５条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に

規定する個人番号カード（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第７項の規定による利用者証

明用電子証明書の記録を受けたものに限る。）を利用して本市の電子計算組織と電気通

信回線で接続された端末機に必要な事項を入力することにより、当該端末機より印鑑
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登録証明書の交付を申請し、これの交付を受けることができる。 

  第１６条を削る。 

  第１７条中「第８条、第１１条または第１３条第４項」を「第８条または第１１条」

に改め、同条を第１６条とし、第１８条から第２１条までを１条ずつ繰り上げる。 

 

 （大東市住民基本台帳カードの利用に関する条例の廃止） 

第２条 大東市住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成１８年条例第２号）は、廃

止する。 

 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際第１条の規定による改正前の大東市印鑑登録および証明に関する

条例第８条の規定に基づき現に交付されている必要な情報が記録された行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律（平成２５年法律第２８号）第１９条の規定による改正前の住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４第１項に規定する住民基本台帳カード

（以下「住基カード」という。）は、この条例の施行の日から当該住基カードの有効期間

の満了等によりその効力を失う日または第１条の規定による改正後の大東市印鑑登録お

よび証明に関する条例（以下「新条例」という。）第１２条の規定により印鑑の登録が消

除される日まで、新条例第８条の規定による印鑑登録証としての目的に利用することが

できるものとする。 

３ 新条例第９条の規定は、住基カードを返納する場合について準用する。 
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議案第２１号 

 

大東市立幼稚園条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

  

預かり保育の実施時間を延長することに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市立幼稚園条例の一部を改正する条例（案） 

 

                       平成  年  月  日   

                       条 例 第     号   

 

 大東市立幼稚園条例（昭和４６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条中「午後５時まで」を「午後６時まで」に改める。 

 第７条第３号を次のように改める。 

 (3) 預かり保育料 次に掲げる区分に応じ、次に掲げる額 

ア  預かり保育を受ける時間が教育時間の終了後から午後４時３０分までの場合 預

かり保育を受ける園児１人につき日額２００円 

イ 預かり保育を受ける時間が教育時間の終了後から午後６時までの場合 預かり保

育を受ける園児１人につき日額４００円 

   

付 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 15 - 

 

議案第２２号 

 

大東市指定居宅介護支援事業者の指定ならびに指定居宅介護支援等の事業

の人員および運営に関する基準を定める条例について 

 

大東市指定居宅介護支援事業者の指定ならびに指定居宅介護支援等の事業の人員および

運営に関する基準を定める条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律（平成２６年法律第８３号）が平成３０年４月１日から施行し、介護保険法（平成９

年法律第１２３号）が改正されることに伴い、指定居宅介護支援事業者の指定ならびに指

定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準を定めるため。 
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大東市指定居宅介護支援事業者の指定ならびに指定居宅介護支援等の事業の

人員および運営に関する基準を定める条例（案） 

 

                       平成  年  月  日   

                       条 例 第     号   

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第 

４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号ならびに第８１条第１項および第２項の規

定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定ならびに指定居宅介護支援等の事業の人員

および運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法に定めるところによる。 

 （指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準） 

第３条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

 （指定居宅介護支援の事業の人員および運営に関する基準） 

第４条 法第８１条第１項の条例で定める員数および同条第２項の条例で定める運営に関

する基準は、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生

省令第３８号。以下「指定居宅介護支援等基準」という。）に定めるところによる。 

 （記録の保存年限） 

第５条 前条の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等基準

第２９条第２項各号に掲げる記録を、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

 （準用） 

第６条 前２条の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 第５条（第６条において準用する場合を含む。）の規定は、この条例の施行の日以後

に整備の対象となる記録および現に大阪府指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居

宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年大阪府条例

第１３６号。以下「府条例」という。）の規定により保存されている記録であって、府

条例の規定による保存期間が満了していないものについて適用する。 

 （管理者に係る経過措置） 

３ 平成３３年３月３１日までの間は、第４条（第６条において準用する場合を含む。）

の規定にかかわらず、介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第 

３６号）第１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員を除く。）を指定

居宅介護支援等基準第３条第１項に規定する管理者とすることができる。 
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議案第２３号 

 

大東市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

大東市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく指定居宅介護支援事業者の指定の申請

および指定の更新の申請に係る手数料を追加することに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市手数料条例（平成１２年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表１９の項中 

「 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

                                 」 

を 

「 

介護保険法第７８条の１２において準用す

る同法第７０条の２第１項の規定に基づく

指定地域密着型サービス事業者の指定（同

法第７８条の２第１０項の規定により当該

指定があったものとみなされたものを除

く。）の更新の申請（以下この項において「指

定地域密着型サービス事業者の指定の更新

の申請」という。） 

１件につき  

１０，０００円 

介護保険法第７９条第１項の規定に基づく

指定居宅介護支援事業者の指定の申請 

１件につき  

３０，０００円 

介護保険法第７９条の２第１項の規定に基

づく指定居宅介護支援事業者の指定の更新

の申請 

１件につき  

１０，０００円 

介護保険法第７８条の１２において準用す

る同法第７０条の２第１項の規定に基づく

指定地域密着型サービス事業者の指定（同

法第７８条の２第１０項の規定により当該

指定があったものとみなされたものを除

く。）の更新の申請（以下この項において「指

定地域密着型サービス事業者の指定の更新

の申請」という。） 

１件につき  

１０，０００円 
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                                   」 

に改める。 

 

   付 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第２４号 

 

大東市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

大東市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

介護保険の第１号被保険者の保険料率を改定すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市介護保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市介護保険条例（平成１８年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

第４条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２

年度まで」に改め、同項第１号中「３４，９２０円」を「３８，２８０円」に改め、同項

第２号および第３号中「５２，３８０円」を「５７，４２０円」に改め、同項第４号中 

「６２，８５６円」を「６８，９０４円」に改め、同項第５号中「６９，８４０円」を 

「７６，５６０円」に改め、同項第６号中「８３，８０８円」を「９１，８７２円」に改

め、同号ア中「という。)」の次に「（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３

条の４第１項もしくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１

項、第３５条第１項、第３５条の２第１項または第３６条の規定の適用がある場合には、

当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定する特別控除額を控除して得た額とする。

以下この項において同じ。）」を加え、同項第７号中「９０，７９２円」を「９９，５２８

円」に改め、同号ア中「１，９００，０００円未満」を「２，０００，０００円未満」に

改め、同項第８号中「１０４，７６０円」を「１１４，８４０円」に改め、同号ア中「１， 

９００，０００円以上２，９００，０００円未満」を「２，０００，０００円以上３， 

０００，０００円未満」に改め、同項第９号中「１１８，７２８円」を「１３０，１５２

円」に改め、同号ア中「２，９００，０００円以上」を「３，０００，０００円以上」に

改め、同項第１０号中「１２５，７１２円」を「１３７，８０８円」に改め、同項第１１

号中「１３９，６８０円」を「１５３，１２０円」に改め、同項第１２号中「１５３， 

６４８円」を「１６８，４３２円」に改め、同条第２項中「平成２９年度」を「平成３０

年度」に、「３１，４２８円」を「３４，４５２円」に改める。 

第１９条中「第１号被保険者」を「被保険者」に改める。 

 

付 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１９条の改正規定は、公

布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大東市介護保険条例第４条の規定は、平成３０年度以後の年度分の保険料に

適用し、平成２９年度以前の年度分については、なお従前の例による。 
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議案第２５号 

 

   大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 国民健康保険税の課税額を変更することに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市国民健康保険税条例（平成３年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項を次のように改める。 

  前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主およびその世帯に属する

国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

 (1) 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計において負担

する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健康保険事業費

納付金」という。）の納付に要する費用のうち、大阪府の国民健康保険に関する特別会

計において負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の

規定による後期高齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援金等」という。）

および介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下この条にお

いて「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）に充てるた

めの国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 (2) 後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用（大阪府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険

税の課税額をいう。以下同じ。） 

 (3) 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険法第９条第２

号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納付

金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（大

阪府の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 第２条第２項中「前項」を「前項第１号」に改め、同条第３項中「第１項」を「第１項

第２号」に改め、同条第４項中「第１項」を「第１項第３号」に改め、「（国民健康保険の
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被保険者のうち、介護保険法第９条第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同

じ。）」を削る。 

 第３条第１項中「１００分の８．１０」を「１００分の８．０８」に改める。 

 第４条中「２３，５４０円」を「２４，６１１円」に改める。 

 第５条第１号中「（昭和３３年法律第１９２号）」を削り、「３３，９００円」を「２９，

６６８円」に改め、同条第２号中「１６，９５０円」を「１４，８３４円」に改め、同条

第３号中「２５，４２５円」を「２２，２５１円」に改める。 

 第６条中「１００分の３．７４」を「１００分の３．４９」に改める。 

 第７条中「５，８８０円」を「６，４７８円」に改める。 

 第７条の２第１号中「９，２２０円」を「９，９７０円」に改め、同条第２号中「４， 

６１０円」を「４，９８５円」に改め、同条第３号中「６，９１５円」を「７，４７７円」

に改める。 

 第８条中「１００分の２．８０」を「１００分の２．４２」に改める。 

 第２３条第１号ア中「１６，４７８円」を「１７，２２８円」に改め、同号イ(ｱ)中 

「２３，７３０円」を「２０，７６８円」に改め、同号イ(ｲ)中「１１，８６５円」を  

「１０，３８４円」に改め、同号イ(ｳ)中「１７，７９８円」を「１５，５７６円」に改め、

同号ウ中「４，１１６円」を「４，５３５円」に改め、同号エ(ｱ)中「６，４５４円」を「６，

９７９円」に改め、同号エ(ｲ)中「３，２２７円」を「３，４９０円」に改め、同号エ(ｳ) 

中「４，８４１円」を「５，２３４円」に改め、同条第２号ア中「１１，７７０円」を 

「１２，３０６円」に改め、同号イ(ｱ)中「１６，９５０円」を「１４，８３４円」に改め、

同号イ(ｲ)中「８，４７５円」を「７，４１７円」に改め、同号イ(ｳ)中「１２，７１３円」

を「１１，１２６円」に改め、同号ウ中「２，９４０円」を「３，２３９円」に改め、同

号エ(ｱ)中「４，６１０円」を「４，９８５円」に改め、同号エ(ｲ)中「２，３０５円」を

「２，４９３円」に改め、同号エ(ｳ)中「３，４５８円」を「３，７３９円」に改め、同条

第３号ア中「４，７０８円」を「４，９２３円」に改め、同号イ(ｱ)中「６，７８０円」を

「５，９３４円」に改め、同号イ(ｲ)中「３，３９０円」を「２，９６７円」に改め、同号

イ(ｳ)中「５，０８５円」を「４，４５１円」に改め、同号ウ中「１，１７６円」を「１，

２９６円」に改め、同号エ(ｱ)中「１，８４４円」を「１，９９４円」に改め、同号エ(ｲ)

中「９２２円」を「９９７円」に改め、同号エ(ｳ)中「１，３８３円」を「１，４９６円」

に改める。 
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   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大東市国民健康保険税条例の規定は、平成３０年度以後の年度分の国民健康

保険税について適用し、平成２９年度分までの国民健康保険税については、なお従前の

例による。 
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議案第２６号 

 

大東市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成２９年政令第２５８号）が平成３０年４月１

日から施行し、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）が

改正されること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

 

第３条第２号中「第５５条第１項」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場

合を含む。）」を加え、「同項」を「法第５５条第１項」に改め、同条第３号中「第５５条第

２項第１号」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場合を含む。）」を加え、同

条第４号中「第５５条第２項第２号」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場

合を含む。）」を加え、「、最後に行った同号」を「、最後に行った法第５５条第２項第２号」

に改め、同条に次の１号を加える。 

(5) 法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民健康保険法（昭

和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項および第２項の規定の適用を受け、

これらの規定により本市に住所を有するものとみなされた国民健康保険の被保険者で

あった被保険者 

 付則第２条を削り、付則第３条を付則第２条とし、付則第４条を付則第３条とする。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大東市後期高齢者医療に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に国

民健康保険の被保険者となった者について適用し、同日前に国民健康保険の被保険者と

なった者については、なお従前の例による。 
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議案第２７号  

 

大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場条例の一部を改正する条例について 

 

大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

   平成３０年２月２６日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 駐車場を定期駐車として使用できる車両に自動二輪車を加えること等に伴い、所要の改

正を行うため。 
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大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場条例（平成１９年条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

 

第４条第１号を次のように改める。 

(1) 法第２条第１項第９号に規定する自動車のうち、法第３条に規定する中型自動車、

準中型自動車および普通自動車（次号を除き、以下「自動車」という。) 

第４条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

 (2) 法第２条第１項第９号に規定する自動車のうち、法第３条に規定する大型自動二輪

車および普通自動二輪車（以下「自動二輪車」という。) 

第５条第２項の表定期駐車の部原動機付自転車の項の前に次のように加える。 

自動二輪車 

第５条第３項中「自動車」の次に「および自動二輪車」を加える。 

第１３条第１号中「自動車」の次に「、自動二輪車」を加える。 

別表区分の部中「駐車料金等」を「駐車料金」に改める。 

別表定期駐車の部原動機付自転車の項の前に次のように加える。 

自動二輪車のうち、総排気量が５０

ＣＣを超え、１２５ＣＣ以下のもの 

１か月 ３，３００円 

３か月 ９，０００円 

自動二輪車のうち、総排気量が 

１２５ＣＣを超えるもの 

１か月 ４，０００円 

３か月 １０，８００円 

別表定期駐車の部中 

「 

定期駐車券を紛失または破損したとき 

原動機付自転車 定期駐車券再発行

実費負担分 
１，０００円 

自転車 
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                                       」 

を削り、同表に備考として次のように加える。 

 備考 定期駐車券（自動二輪車に係るものを除く。）を紛失または破損したときは、定期

駐車券の再発行に係る実費負担分として、１，０００円を徴収する。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 自動二輪車の定期駐車に係る使用の許可等必要な手続き等は、この条例の施行の日前

においても行うことができる。 


